
「見直し法案」への意見書
「基本合意・骨格提言・権利条約を実現せよ」

２０１６年３月２４日

障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護団
政府は２０１６年３月1日、障害者総合支援法の見直し法案を閣議決定し国会に上程した。
訴訟団としてこの法案に対する意見を述べ、次のとおり国に要請する。
要請事項
　１　基本合意を遵守せよ

　２　骨格提言の内容を実現せよ（これも基本合意の合意内容である）
　３　権利条約の水準を保障せよ

　４　次の事項を実現せよ

　　①　障害者福祉を利用できる障害者の範囲を特定の障害・疾患に限定せず、社会モデルを採用すること

　　②　家族（配偶者・児童の保護者等）の収入による利用者負担を廃止すること

　　③　支援区分や国庫負担基準によらず、個々のニーズに即した支給決定システムに変更すること

　　④　家族に介護を強いる総合支援法第２２項第１項「介護を行う者の状況」を削除すること

　　⑤　介護保険優先原則を廃止し、年齢（65歳又は特定疾病のある人の場合は40歳）によって支援の質の低下や負担の増加がない、障害特性に配慮した制度とすること
　　⑥　骨格提言の内容に即し、従来の「サービス給付法」から、支援を受けることが権利であることを明記した法律に変更すること

　　⑦　精神通院医療・育成医療・更生医療等の「自立支援医療」の低所得者無償という基本合意の約束を果たすこと
　　⑧　病院内での重度訪問介護利用者要件を支援区分により限定しないこと

　５　基本合意により規定されている訴訟団との「定期協議」を速やかに開催し、当事者参画のもとで骨格提言実現に向けた具体的な行程表を制定し、実行すること
一　基本合意で確認されていること

私たち障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護団（訴訟団）は、2008年～2009年、障害を有することを「自己責任」とする障害者福祉法制は違憲であると全国７１名の原告が提訴した。
それに対して被告である国は、２０１０年１月７日、訴訟団との間で基本合意文書を締結し、
「憲法第13条、第14条、第25条、ノーマライゼーションの理念等に基づき、違憲訴訟を提訴した原告らの思いに共感し、これを真摯に受け止める。」
「本訴訟を提起した目的・意義を国が理解し、今後の障害福祉施策を、障害のある当事者が社会の対等な一員として安心して暮らすことのできるものとするために最善を尽くすことを約束した」（いずれも基本合意文書より）。

同合意は同年４月２１日までに全国１４カ所の地方裁判所の訴訟上の和解において重ねて裁判所にて誓約され、裁判は終結した。
基本合意文書ではさらに次のことが確認された。
●障害者の意見を十分に聞かずに応益負担の導入等を行い、障害者の人間としての尊厳を深く傷つけたことに対し、心から反省の意を表明し、この反省を踏まえて制度を立案する。

●障害者自立支援法を廃止し新たな総合福祉法制を実施する
●新たな障害者福祉法制は障害者の基本的人権を支援することを基本とする
●新たな障害者福祉法制の制定は、障害者を中心とする障がい者制度推進会議の意見をもとに行う。
●新法は次の６論点を踏まえて制定する。
①　利用者負担支援費制度及び自立支援法の軽減措置時点を上回らないこと。

②　少なくとも市町村民税非課税世帯には利用者負担をさせないこと。

③　収入認定は、配偶者を含む家族の収入を除外し、障害児者本人だけで認定すること。

④　介護保険優先原則（障害者自立支援法第７条）を廃止し、障害の特性を配慮した選択制等の導入をはかること。

⑤　実費負担については、厚生労働省実施の「障害者自立支援法の施行前後における利用者の負担等に係る実態調査結果について」（平成21年11月26日公表）の結果を踏まえ、早急に見直すこと。

⑥　どんなに重い障害を持っていても障害者が安心して暮らせる支給量を保障し、個々の支援の必要性に即した決定がなされるように、支給決定の過程に障害者が参画する協議の場を設置するなど、その意向が十分に反映される制度とすること。

　　そのために国庫負担基準制度、障害程度区分制度の廃止を含めた抜本的な検討を行うこと。
　　次の六個の検討事項について、障害者の現在の生活実態やニーズなどに十分配慮した上で、権利条約の批准に向けた障害者の権利に関する議論等を考慮し、しっかり検討を行い、対応すること。
①　利用者負担のあり方

②　支給決定のあり方

③　報酬支払い方式

④　制度の谷間のない「障害」の範囲　

⑤　権利条約批准の実現のための国内法整備と同権利条約批准

⑥　障害関係予算の国際水準に見合う額への増額
また、「自立支援医療に係る利用者負担の措置については、当面の重要な課題とする」とされている。

二　障害当事者の議論の結晶である新法の骨格提言
基本合意文書に基づき、障害者権利条約批准に向けた国内法制度改革を目的とした障がい者制度改革推進会議総合福祉部会において、２０１１年８月３０日、
「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言－新法の制定を目指して－」（「骨格提言」）がまとまった。
　骨格提言は次のめざすべき６つの目標を掲げている。

【１】障害のない市民との平等と公平

【２】谷間や空白の解消

　障害の種類によって福祉対象外となったり、制度と制度の間の空白を解消すること。
【３】格差の是正
【４】放置できない社会問題の解決

　精神障害者の「社会的入院」の解消等。
【５】本人のニーズにあった支援サービス

個々の障害とニーズが尊重される新たな支援サービスの決定システム

【６】安定した予算の確保

当面の課題として、ＯＥＣＤ加盟国における平均並みを確保すること
　この骨格提言は、基本合意で確認された「新たな障害者福祉法制の制定は、障害者を中心とする障がい者制度推進会議の意見をもとに行う。」での「意見」に他ならない。
すなわち、障害者自立支援法廃止後の新たな障害者福祉法制は、骨格提言を法制度化することが約束されていたものである。
三　基本合意に反する「障害者総合支援法」

ところが、２０１２年３月国会に上程され、同年６月に成立した「障害者総合支援法」は、廃止するべき障害者自立支援法を存続させる一部改正法案であり、国が被告として履行するべき法令廃止の約束に違反するものであった。
従って、障害者総合支援法（平成１７年第１２３号）の存在そのものが基本合意に反するものである。
内容としても骨格提言で提言された内容はほとんど無視されたものであった。

四　見直し法案の中身は、骨格提言とかけ離れ、基本合意を守るものといえない
　国は、総合支援法附則において、法施行後３年後の見直しを行うとし、「骨格提言を段階的に実現していく」と答弁してきた。
　そのため、訴訟団としては、見直し法案が、基本合意、骨格提言、障害者権利条約を実現する中身を持つ新たな障害者福祉法制に改革されることを期待して、見守ってきた。
　しかしながら、今回の見直し法案は、およそ、骨格提言の内容と乖離し、基本合意を遵守するものといえない。
　
　例えば次の点が指摘できる。
１　障害の範囲について、依然として医学モデルを維持
　基本合意で検討事項とされた「制度の谷間のない『障害』の範囲」について、骨格提言では、改正障害者基本法の採用する、障害の原因となった疾患名に関わらず福祉の対象とする社会モデルに即した障害者の定義を採用するよう提言している。
　しかし、見直し法案で、その点の改善は実現されていない。
２　家族の収入に依拠する利用者負担制度の維持
　現在の利用者負担は、配偶者の収入や、障害児の親の収入に依拠して負担額が決定される仕組みである。
　基本合意は「収入認定は、配偶者を含む家族の収入を除外し、障害児者本人だけで認定すること。」としており、骨格提言は、法の理念を「障害者の支援を自己責任・家族責任として、これまで一貫して採用されてきた政策の基本スタンスを、社会的・公的な責任に切り替える」と明言しており、この点の改善がなされていないことは、政府に、基本合意、骨格提言を履行、実現する姿勢のないことが如実に表れている。
　また、国連障害者権利条約権利委員会は、韓国政府に対する２０１４年１０月３日付総括所見において、権利条約１９条関連として、介助の量等を家族の収入によるのではなく、障害者個人のニーズに基づくものにせよと勧告しており、家族収入に依拠する現行制度は、権利条約にも反するものである。
３　支給決定の見直しがされていない
　基本合意では「どんなに重い障害を持っていても障害者が安心して暮らせる支給量を保障し、個々の支援の必要性に即した決定がなされるように」することとされ、「国庫負担基準制度、障害程度区分制度の廃止を含めた抜本的な検討」が
求められているが、検討さえなされていない。
骨格提言でも「個々の障害とニーズが尊重される新たな支援サービスの決定システム」「新たな仕組みにおいては、障害程度区分は使わずに支給決定をする。」と提言されているが、障害程度区分は障害支援区分と名称だけ変わり、国庫負担基準に変更もなく、従来の医学モデル的な支給決定方式が維持されている。

　障害者総合支援法附則３条では、「障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方」が見直されることになっていたが、認定項目の微修正が２０１４年４月から実施されただけに留まり、「区分の廃止を含めた支給決定のあり方そのもの」が手つかずで維持されていることは、総合支援法附則自体にも反していると言えよう。
基本的人権としての生存権保障の最終責任は国にある以上、自治体の財政事情に関わらず、全国どこでも等しく自立した生活は保障されるべきである。

現行の国庫負担基準を撤廃し、その人に必要な支給量であれば、全ての責任を持って法的に保障するため、具体的な支給量如何に関わらず、例えば国が２分の１、都道府県が４分の１、市町村が４分の１を義務的に負担するものとし、万一、当該自治体の負担能力を超える場合には、国が最終保障を実施する責任があることを明記するべきある。
　また、訴訟団は２０１５年１１月１０日付「障害者総合支援法見直しにあたっての意見書」において、家族に介護を強いる、総合支援法第２２項第１項「介護を行う者の状況」及び同法施行規則第１２条２号「障害者等の介護を行う者の状況」の削除を求めている。
　家族に責任を負わせる根拠規定とされ、障害者総合支援法に基づく介護支給量が、家族の存在を理由に制限され、自立した生活を営むことに支障が生じている障害者が全国に多数存在している実態があるからである。
　しかし、この点も何ら見直しはなされていない。

４　介護保険優先原則の維持
　基本合意により少なくとも低所得者の障害福祉制度における無償措置が図られたにも関わらず、６５歳になると１割の応益負担が課せられる理不尽を訴訟団は国に再三にわたって追求してきた。
　その結果、今回の法案で、障害者福祉を利用していた低所得者が６５歳になって介護保険を利用する際の応益負担について、償還払いによる負担軽減を図ることが提案されている。

　訴訟団の指摘に分のあることを認めざるを得なかったことからの方策であることは明らかである。
　しかしながら、どの程度の負担軽減が図られるのか、対象者の範囲も不明であり、６５歳を越えてもサービスの切り下げが起こらないといえるのか不明確である。のみならず、訴訟団が求めるのは、基本合意に明記されている「介護保険優先原則（障害者自立支援法第７条）を廃止し、障害の特性を配慮した選択制等の導入をはかること。」である。
　結局、今回の見直し法では、介護保険優先原則は維持されたままである。
　障害福祉施策の利用により生活してきた障害者が介護保険の利用を強要されるようなことはあってはならないが、今回の措置では、かえって、介護保険強要の流れが強化されることが危惧される。
　改めて訴訟団は、介護保険優先原則を廃止し、６５歳を超えてもそれまでと変わらない支援が保障される制度の構築を求める。
５　権利規定が設けられないこと
　障害者権利条約はその名の通り、障害者の「権利」に関する条約であり、権利条約に沿った障害者福祉法制度にすることは、福祉を利用することが「権利」として保障されることである。
　そのため骨格提言１２頁では総則規定として次の基本規定を提言している。
	地域で自立した生活を営む基本的権利の保障規定

１. 障害ゆえに命の危険にさらされない権利を有し、そのための支援を受ける権利が保障される旨の規定。

２. 障害者は、必要とする支援を受けながら、意思(自己)決定を行う権利が保障される旨の規定。

３. 障害者は、自らの意思に基づきどこで誰と住むかを決める権利、どのように暮らしていくかを決める権利、特定の様式での生活を強制されない権利を有し、そのための支援を受ける権利が保障される旨の規定。

４. 障害者は、自ら選択する言語(手話等の非音声言語を含む)及び自ら選択するコミュニケーション手段を使用して、市民として平等に生活を営む権利を有し、そのための情報・コミュニケーション支援を受ける権利が保障される旨の規定。

５. 障害者は、自らの意思で移動する権利を有し、そのための外出介助、ガイドヘルパー等の支援を受ける権利が保障される旨の規定。

６. 以上の支援を受ける権利は、障害者の個別の事情に最も相応しい内容でなければならない旨の規定。

７. 国及び地方公共団体は、これらの施策実施の義務を負う旨の規定。


　また、「支給決定のあり方」として、
	１. 支援を必要とする障害者本人(及び家族)の意向やその人が望む暮らし

を最大限尊重することを基本とすること。

２. 他の者との平等を基礎として、当該個人の個別事情に即した必要十分な

支給量が保障されること。


　とされているが、そのような規定も新設されない。
６　自立支援医療の低所得者無償化が反古にされていること

　基本合意では、「自立支援医療に係る利用者負担の措置については、当面の重要な課題とする」とされ、２０１１年度からの無償措置に務めるものとされており、定期協議でも常に議題になってきた。

ところが、難病者については、元々住民非課税世帯は自己負担がなかったところ、２０１５年１月の難病法施行後は、非課税世帯も最大月５０００円を払わなければならなくなり、低所得者も有償化された。

あろうことか難病法の立法過程においては、「総合支援法の自立支援医療には低所得者負担があるのだから、難病も障害に入った以上、それに合わせなければならない」との説明が国からなされ、その結果上記のように非課税世帯の難病者にも新たに利用者負担が発生することとなったのである。

上記のような説明は、総合支援法における自立支援医療において、低所得者に負担があることを所与の前提とするものであり、これでは難病法の成立によって自立支援医療に関する基本合意を国は意図的に反故にしたものと非難せざるを得ない。

今回の総合支援法改正案においても、自立支援医療に係る利用者負担について、何らの見直しがなされておらず、由々しきことである。
　

７　病院内での重度訪問介護利用について
　訴訟団の上記、見直しにあたっての意見書でも、重度訪問介護を病院内で利用できるようにするべきであると求めた。
　今回の見直し法で、その点の解禁がなされる方向は、歓迎すべきことであり、数少ない、前進である。
　しかしながら、病院内で利用できる対象者は政令等で支援区分６以上にするなど、極めて制限的な運用を厚労省は想定している。
　区分程度に関わらずに利用を解禁させるべきである。
五　結論
　今回の見直し法は、それ自体として評価に値せず、残念なレベルである。

基本合意は、国が履行を確約し、司法で確認された公文書であり、国に遵守義務があることは言うまでもない。

改めて、訴訟団としては、基本合意、骨格提言、障害者権利条約を実現する障害者福祉法制度の構築を強く求めるものである。

ついては、基本合意、骨格提言及び障害者権利条約に即した福祉法制を実現するため、①基本合意に基づく定期協議の速やかな開催、及び②当事者参画のもとでの骨格提言実現に向けた具体的な行程表の作成に速やかに着手するよう求める。

以上
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